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菅総理、2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを表明（2020.10.26）

• 菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限
注力してまいります。

• 我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年
カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

• もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積極的に温暖化対策を行うこ
とが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必
要です。

• 鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的なイノベー
ションです。実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進します。規制改革などの政策を
総動員し、グリーン投資の更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と
地方で検討を行う新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。環境関連分野の
デジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進めていきます。世界のグリーン産業を
けん引し、経済と環境の好循環をつくり出してまいります。

• 省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安全最優先で原
子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立します。長年続けてきた石炭火力
発電に対する政策を抜本的に転換します。

（出典） 首相官邸（2020）「第二百三回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」
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2018年度
排出量構成

鉄鋼業 39.8%

化学工業（含石油石炭製品） 14.2%

窯業・土石製品製造業 7.7%

パルプ・紙・紙加工品製造業 5.6%

食品飲料製造業 5.3%

繊維工業 2.1%

プラスチック・ゴム・革製品製造業 2.6%

非鉄金属製造業 2.0%

金属製品製造業 1.9%

機械製造業 10.8%

農林水産業 4.2%

建設業・鉱業他 2.1%

他製造業 1.7%

単
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産業部門の足元（2018年）のエネルギー消費・GHG排出構造

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成

 産業部門のCO2排出量は1990年度から逓減傾向、近年も2013年度をピークに減少推移。

 産業部門の最終エネルギー消費量において、鉄鋼、化学、紙パルプ、窯業土石の４部門で全
体の約８割を占める。鉄鋼・窯業土石は石炭、機械産業は電力、化学・紙パルプ・繊維・食料
品は蒸気の割合が高い。
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← （製品生産量）

← （原材料投入量／製品生産量）

← （エネルギー消費量／原材料投入量）

← （GHG排出量／エネルギー消費量）

← （GHG回収・吸収）

 産業部門における排出量は、製品の生産量に乗じる形で、「材料効率」「エネルギ－効率」
「GHG排出係数」に分解すると理解しやすい。特に排出削減対策を考えるときは、「CCUS・吸収
源対策」を減じることで”ネットゼロ”へ向けた排出量の評価を行うことが可能。

産業部門のゼロエミッション化へ向けた排出削減の考え方①茅恒等式

最終需要

材料効率

エネルギー効率

GHG排出係数

CCUS・吸収源対策

×

×

×

－

GHG排出量

＝

主な削減対策

高機能素材
建築の長寿命化

省エネ
廃熱利用

バイオマス利用
再エネ電力＋電化

CO2フリー水素

CCUS・植林
クレジット・証書
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 産業での高温熱やプロセス起源GHGの削減は困難。電力の排出係数はそれらに比して対策
が容易であるため、産業部門全体でのGHG排出削減には、再エネで電力が賄われるという前
提の下、可能な部分は全て電化を行っていく必要がある。

産業部門のゼロエミッション化へ向けた排出削減の考え方②電化の重要性

（出典）環境省（2017）「長期低炭素ビジョン」
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ゼロエミッションの姿の例（国際研究機関による描写）

 ゼロエミッション経済の分析事例においては、素材産業、船舶、航空分野以外で電化が進む。
一部電化の難しい素材産業では、水素とCCS付き化石燃料を、輸送部門では水素と合成燃料
を利用している。

トータル （「供給側脱炭素化」シナリオ）

トータル （「供給側脱炭素化+エネルギー高効率化」シナリオ）

電気 水素 アンモニア 合成燃料 バイオエネルギーとバイオ原料 化石燃料+CCS

産業

輸送

建物

農業その他

セメント

鉄

化学ーエネルギー

化学ー原料

その他

軽量輸送

重量輸送

船舶

航空

鉄道

暖房

その他エネルギー使用

（出典） Energy Transitions Commission 「Making Mission Possible Delivering a Net-Zero Economy September 2020」

図：Mission Possibleにおけるネットゼロエミッションを達成する各部門の最終エネルギー消費比率

投影のみ
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排出削減の潜在可能性

さらなる発展が必要な
手段

供給側の脱炭素手段

直接電化 水素
バイオマス

バイオエネルギー 炭素回収 原料転換

熱

入力
削減

化学
過程
排出

第一

第二

生産

寿命
末期

キルン
の電
化

バイオマ
スによる
加熱

生産工程で
の炭素回収

ビーライト
クリンカー

コンクリ
の低セメ
ント化
ポゾラン

鉄の

電気
分解

水素の

直接還元
製鉄

木炭等の
使用

製造過程
での

炭素回収

電気炉で
の

スクラップ

炉の
電化

電気
化学プ
ロセス

熱生成
製造過程
での

炭素回収

バイオ、
合成原料

リサイクル
プラの利
用

既存工程での
炭素ゼロ電力

カーボンアノード
使用の電解槽

ノンカーボンア
ノードの電解槽

リサイクルアルミ
の使用

ゼロエミッションの産業部門の姿の例（国際研究機関による描写）

（出典） Energy Transitions Commission 「Making Mission Possible Delivering a Net-Zero Economy September 2020」

図：Mission Possibleにおけるネットゼロエミッションを達成する産業部門の脱炭素化手段

 産業部門では、理論上、部分的あるいは完全な脱炭素化を実現できる技術が存在するとされ
る。

投影のみ
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ゼロエミッションに向けたトランジションの例①（国際研究機関による描写）

 2050年にネットゼロエミッションを達成する経路では、 、石炭火力発電とそれに関連するCO2
排出量が大幅に削減され、最も効率の悪い石炭火力発電所の使用は2030年までに退役する。
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（出典） International Energy Agency 「World Energy Outlook 2020」

図：WEO2020のNZE2050シナリオにおける2030年までの石炭火力発電電力量の推移見込

投影のみ
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工業プロセス熱用化石燃料利用量 工業プロセス熱技術、2030

100℃以上 60℃以下 化石燃料 低炭素燃料 電気

（出典） International Energy Agency 「World Energy Outlook 2020」

ゼロエミッションに向けたトランジションの例②（国際研究機関による描写）

図：WEO2020のNZE2050シナリオにおける2030年時点での産業部門熱需要

 2050年にネットゼロエミッションを達成する経路では、2030年時点で産業部門で使われる熱需
要の約4分の1は電気と低炭素な燃料（化石以外）で賄われている。

投影のみ
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●ゼロエミ化ポートフォリオの描写

ゼロエミッション後の世界に向けた業界・個社の分析例①鉄鋼業の例

0 20 40 60 80 100

焼結鉱

ペレット

高炉製銑

フェロアロイ

転炉

電気炉

鍛鋼品

鋳鋼品

圧延･鋼管

他鉄鋼製品

他製品

他鉄鋼業･鉄素形材製造業

石炭 石油 ガス 熱 電力 工業プロセスCO20 20 40 60 80 100

セメント

ガラス

その他窯業土石

石炭 石油 ガス 熱 電力 工業プロセスCO2
0 20 40 60 80 100

石油化学製品原料

石油化学製品動力燃料

その他化学

石炭 石油 ガス 熱 電力 工業プロセスCO2

●個社の排出構造の把握 ●適用可能技術の把握

Figure 4.11 鉄鋼セクターにおける緩和策ごとの世界のCO2排出削減と現在の技術成熟度カテゴリー、2019-70

材料効率
排出係数（電化）
排出係数（バイオ）
CCUS

エネルギー効率
排出係数（水素）
排出係数（代替燃料）

成熟

デモンストレーショ
ン

早期採用
プロトタイプ

注：STEPS=指定された政策シナリオ、SDS=持続可能な開発シナリオ、CCUS=二酸化炭素回収・有効利用・貯留。ここでは電化は二次生産への移行

や、プレヒーターやボイラーのような補助的なプロセス装置を含む、主に従来の技術による直接電化のみを言う。ここで言う水素は具体的には電解
水素で、いわゆるブルー水素（CCUSの天然ガスベースの直接還元鉄）はCCUSに含まれる。成熟度カテゴリーの定義はChapter 2のBox 2.6を参照。

← （製品生産量）

← （原材料投入量／製品生産量）

← （エネルギー消費量／原材料投入量）

← （GHG排出量／エネルギー消費量）

← （GHG回収・吸収）

最終需要

材料効率

エネルギー効率

GHG排出係数

CCUS・吸収源対策

×

×

×

－

GHG排出量

＝

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」「長期エネルギー需給見通し関連資
料」、International Energy Agency 「 Energy Technology Perspectives 2020 」より作成

 ①業界・個社のエネルギー利用・排出構造特性の把握しつつ、②BaUを想定し、③そこからコスト情報にも鑑みた
対策技術の積み上げによる削減パスの描写を行うことが望ましい。

業
種

省エネ対策
導入実績

（FY2012）
導入・普及見通し
（FY2030）

省エネ量（万kL）
概要

うち電力 うち燃料

鉄
鋼
業

電力需要設備効率の改善 -
粗鋼生産量あたり電力消
費2005年比3%改善

43.0 43.0 -
製鉄所で電力を消費する設備について､高効率な設備に更新する(酸素ﾌﾟﾗﾝ
ﾄ高効率化更新､ﾐﾙﾓｰﾀAC化､送風機･ﾌｧﾝ･ﾎﾟﾝﾌﾟ動力削減対策､高効率照
明の導入､電動機･変圧器の高効率化更新等)。

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの製鉄所での
ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ拡大

廃ﾌﾟﾗ利用量
42万t

廃ﾌﾟﾗ利用量
100万t

49.4 - -
容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(平成7年法
律第112号)に基づき回収された廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等をｺｰｸｽ炉で熱分解すること等に
より有効活用を図り､石炭の使用量を削減する｡

次世代ｺｰｸｽ製造技術（SCOPE21）の導
入

1基 9基 41.6 - 36.0
ｺｰｸｽ製造ﾌﾟﾛｾｽにおいて､石炭事前処理工程等を導入することによりｺｰｸｽ製
造に係るｴﾈﾙｷﾞｰ消費量等を削減する｡

発電効率の改善
共火：16%
自家発：14%

共火：84%
自家発：82%

40.3 - -
自家発電（自家発）及び共同火力（共火）における発電設備を高効率な
設備に更新する｡

省エネ対策設備の増強

例
低圧損TRT 82%
高効率CDQ 93%
低圧蒸気回収

95%

100% 80.8 - -
高炉炉頂圧の圧力回収発電（TRT）､ｺｰｸｽ炉における顕熱回収（CDQ）
といった廃熱活用等の省ｴﾈ設備の増強を図る｡

革新的製銑ﾌﾟﾛｾｽ(ﾌｪﾛｺｰｸｽ)の導入 0基 5基 19.4 - 19.4
低品位石炭と低品位鉄鉱石を原料とした革新的なｺｰｸｽ代替還元剤(ﾌｪﾛｺｰｸ
ｽ)を用い､高炉内還元反応の高速化･低温化することで､高炉操業ﾌﾟﾛｾｽのｴ
ﾈﾙｷﾞｰ消費を約10%削減する｡

環境調和型製鉄ﾌﾟﾛｾｽ(COURSE50)の導
入

0基 1基 5.4 - -

製銑ﾌﾟﾛｾｽにおいて､高炉ｶﾞｽCO2分離回収､未利用中低温熱回収､ｺｰｸｽ改
良､水素増幅､鉄鉱石水素還元といった技術を統合しCO2排出量を抑制する
革新的製
鉄ﾌﾟﾛｾｽ。

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

投影のみ
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ゼロエミッション後の世界に向けた業界・個社の分析例②化学工業の例
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●個社の排出・構造の把握 ●適用可能技術の把握

← （製品生産量）

← （原材料投入量／製品生産量）

← （エネルギー消費量／原材料投入量）

← （GHG排出量／エネルギー消費量）

← （GHG回収・吸収）

最終需要

材料効率

エネルギー効率

GHG排出係数

CCUS・吸収源対策

×

×

×

－

GHG排出量

＝

●ゼロエミ化ポートフォリオの描写

材料効率
排出係数（電化）
排出係数（バイオ）
排出係数（代替燃料）

エネルギー効率
排出係数（水素）
排出係数（他再エネ）
CCUS

 ①業界・個社のエネルギー利用・排出構造特性の把握しつつ、②BaUを想定し、③そこからコスト情報にも鑑みた
対策技術の積み上げによる削減パスの描写を行うことが望ましい。

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」「長期エネルギー需給見通し関連資料」、
International Energy Agency 「Energy Technology Perspectives 2020」より作成

業
種

省エネ対策
導入実績

（FY2012）
導入・普及見通し
（FY2030）

省エネ量（万kL）
概要

うち電力 うち燃料

化
学
工
業

石油化学の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入 36% 100% 7.1 - 7.1
分解炉等でｴﾁﾚﾝを生産する石油化学分野において、世界最高水準であるBPT（Best
Practice Technologies）の普及により、ｴﾈﾙｷﾞｰ効率を向上。

その他化学製品の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入

苛性ｿｰﾀﾞ、蒸気
発生施設 20%
その他化学の
効率向上 40%

100%

100%

59.7 8.8 43.6
石油化学以外の化学分野において、BPTの普及や排出ｴﾈﾙｷﾞｰの回収技術、設備・機器
効率の改善、ﾌﾟﾛｾｽ合理化等による省ｴﾈを達成する。

膜による蒸留ﾌﾟﾛｾｽの省ｴﾈﾙｷﾞｰ化技術の導入 0% 4% 12.4 - 12.4
蒸留ﾌﾟﾛｾｽに｢分離膜技術｣を導入することにより、蒸留塔における処理ｴﾈﾙｷﾞｰの大幅な
削減を図る技術｡

二酸化炭素原料化技術の導入 0基 1基 0.5 - 0.5 二酸化炭素等を原料にﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料等基幹化学品を製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

非可食性植物由来原料による化学品製造技術の
導入

0基 1基 2.9 - 2.9
非可食性ﾊﾞｲｵﾏｽ原料から機能性及びコストの両面で競争力のある化学品を一気通貫で
製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

微生物触媒による創電型廃水処理技術の導入 0% 10% 1.4 1.4 - 工場廃水を対象として、発電しながら廃水処理を行う技術。

密閉型植物工場の導入 0% 20% 5.4 5.4 - 植物機能を活用した生産効率の高い省ｴﾈﾙｷﾞｰ物質型生産技術を確立。

業
種
横
断

高効率空調の導入
- - 29.0 15.1 13.5

工場内の空調に関して､燃焼式、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式の空調機の高効率化を図る｡（APF 
2012→2030年度）吸収式冷凍機1.35→1.4、ｶﾞｽﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ2.16→2.85、HP式
空調機4.56→6

産業HP（加温・乾燥）の導入 0% 9.3% 87.9 -19.9 107.8
食料品製造業等で行われている加温･乾燥ﾌﾟﾛｾｽについて､その熱を高効率の
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟで供給する｡

産業用照明の導入
6% ほぼ100%

108.
0

108.0 -
LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

低炭素工業炉の導入
24% 46%

290.
6

70.8 219.8
従来の工業炉に比較して熱効率が向上した工業炉を導入｡

産業用ﾓｰﾀの導入
0% 47%

166.
0

166.0 -
ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度への追加等により性能向上を図る｡

高性能ﾎﾞｲﾗの導入
14% 71%

173.
3

- -
従来のﾎﾞｲﾗと比較して熱効率が向上したﾎﾞｲﾗを導入｡

ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの導入
503億kWh 1030億kWh

302.
2

- -
業種横断的にｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの導入を拡大し、ﾎﾞｲﾗ代替等により一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消
費の削減を図る。家庭用燃料電池は家庭部門の「高効率給湯器の導入」として計上。

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

投影のみ
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ゼロエミッション後の世界に向けた業界・個社の分析例③窯業土石業の例
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●個社の排出構造の把握

●ゼロエミ化ポートフォリオの描写

●適用可能技術の把握

← （製品生産量）

← （原材料投入量／製品生産量）

← （エネルギー消費量／原材料投入量）

← （GHG排出量／エネルギー消費量）

← （GHG回収・吸収）

最終需要

材料効率

エネルギー効率

GHG排出係数

CCUS・吸収源対策

×

×

×

－

GHG排出量

＝

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」「長期エネルギー需給見通し関連資料」、温室
効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ」、International Energy Agency 
「 Energy Technology Perspectives 2020 」より作成

 ①業界・個社のエネルギー利用・排出構造特性の把握しつつ、②BaUを想定し、③そこからコスト情報にも鑑みた
対策技術の積み上げによる削減パスの描写を行うことが望ましい。

●ゼロエミ化ポートフォリオの描写

セメント需要回避
エネルギー効率
排出係数（バイオ）
CCUS

材料効率
排出係数（水素）
排出係数（代替燃料）

業
種

省エネ対策
導入実績

（FY2012）
導入・普及見通し
（FY2030）

省エネ量（万kL）
概要

うち電力 うち燃料

窯
業
・土
石
製
品
製
造
業

従来型省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の導入
排熱発電 ｽﾗｸﾞ粉砕
ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗ ｾﾊﾟﾚｰﾀ改善
竪型石炭ﾐﾙ

- - 2.1 0.8 1.3
粉砕効率を向上させる設備、ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗｰ、排熱発電の導入等のﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ技術
の最大導入に努める。

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替廃棄物（廃ﾌﾟﾗ等）利用技
術の導入

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

166万t

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

168万t
1.3 -0.1 1.4 従来の設備を用いて熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替として廃棄物を利用する技術。

革新的ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 50% 15.1 - 15.1
ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽで最もｴﾈﾙｷﾞｰを消費するｸﾘﾝｶの焼成工程において、焼成温度低下等を
可能とする革新的な製造ﾌﾟﾛｾｽ技術。

ｶﾞﾗｽ溶融ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 5.4% 5.0 -0.6 5.6
ﾌﾟﾗｽﾞﾏ等による高温を利用し､瞬時にｶﾞﾗｽ原料をｶﾞﾗｽ化することで効率的にｶﾞﾗｽを気中
で溶融し、省ｴﾈを図るﾌﾟﾛｾｽ技術

業
種
横
断

高効率空調の導入
- - 29.0 15.1 13.5

工場内の空調に関して､燃焼式、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式の空調機の高効率化を図る｡（APF 
2012→2030年度）吸収式冷凍機1.35→1.4、ｶﾞｽﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ2.16→2.85、HP式
空調機4.56→6

産業HP（加温・乾燥）の導入 0% 9.3% 87.9 -19.9 107.8
食料品製造業等で行われている加温･乾燥ﾌﾟﾛｾｽについて､その熱を高効率の
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟで供給する｡

産業用照明の導入
6% ほぼ100%

108.
0

108.0 -
LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

低炭素工業炉の導入
24% 46%

290.
6

70.8 219.8
従来の工業炉に比較して熱効率が向上した工業炉を導入｡

産業用ﾓｰﾀの導入
0% 47%

166.
0

166.0 -
ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度への追加等により性能向上を図る｡

高性能ﾎﾞｲﾗの導入
14% 71%

173.
3

- -
従来のﾎﾞｲﾗと比較して熱効率が向上したﾎﾞｲﾗを導入｡

ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの導入
503億kWh 1030億kWh

302.
2

- -
業種横断的にｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの導入を拡大し、ﾎﾞｲﾗ代替等により一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消
費の削減を図る。家庭用燃料電池は家庭部門の「高効率給湯器の導入」として計上。

・
・
・
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投影のみ
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 工業統計表を用いて、産業別の単位付加価値額当たりCO2排出量と、地球温暖化対策のため
の税の税率（289円/トンCO2）を課税した場合の、各業種の生産額に占める税負担額を試算。

 炭素税を課した場合、鉄鋼業や窯業の課税額が、他の業種と比較して高い。しかし、免税措
置を講じることにより、影響を軽減することが可能である。

トランジションに備えた業界・個社向け分析例①カーボンプライシングによる影響（直接）
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図：産業別の単位付加価値額当たりCO2排出量比較 図：業種別の炭素価格の対生産額比率

（出典）経済産業省「工業統計表『産業編』」（平成26年度）、

経済産業省「総合エネルギー統計」（平成26年度）より作成。
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トランジションに備えた業界・個社向け分析例②カーボンプライシングによる影響（波及）

（出典）総務省「平成23年（2011年）産業連関表（確報） 」、資源エネルギー庁「2013年度以降適用する標準発熱量・炭素排出係数一覧表」、環境省「環境省 算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数
一覧」、環境省「電気事業者別排出係数一覧」より推計。

 産業連関表(2011)に基づく均衡価格モデルを用いて、炭素価格（ここでは289円/tCO2）各部門

における生産者価格（生産者が生産費に利潤を加えて決定する価格）および購入者価格（生
産者価格に販売・輸送に掛かるマージン額を加算した額）の上昇率を分析。

 炭素価格下の生産者価格（左）の上昇率は、道路輸送と製造業部門が大きい。購入者価格の
上昇率（右）は、光熱費に相当するエネルギー転換部門で大きい。
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